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「行政改革」による国の責任放棄ではなく、安全・安心の国土交通行政に 
 国の出先機関は、国民のみなさまが全国どこでも安
心して暮らせるよう、地域によって格差のない行政サ
－ビスを行うため全国各地に配置されています。 
 政府・財界がすすめようとしている「道州制」や
「地方分権改革」の行き着く先には、国の出先機関を
縮小・廃止することが狙われています。これがすすめ
ば、国が果たすべき安全・安心を守る責務さえも放棄
し、憲法第25条が保障する「健康で文化的な最低限
度の生活を営める権利」さえも失われ、国民生活に悪
影響を及ぼすことになります。 
 日本国内では、北海道胆振東部地震や相次ぐ巨大台
風、異常豪雨など大規模災害が各地で多発していま
す。また、迫り来る「東海・東南海トラフ大地震」や
「首都直下型地震」など、国民のみなさまの安全・安
心を守るため、国土交通省所管の気象庁、国土地理
院、地方整備局をはじめとする国の出先機関の充実こ
そが必要となっています。 

 私たちは、住民自治の拡充となる地方分権には賛成
ですが、国の行政責任を放棄し、憲法に保障された国
民の権利を奪う、道州制などの「行政改革」には反対
です。 
 私たちは、安全・安心な地域づくりを担う国土交通
行政の拡充を求めています。 

「定員合理化計画」は国の行政サービス放棄、行政機関の体制拡充を 
 様々な自然災害や交通事故が多発する国内におい
て、行政サービスの一部として防災対策や安全性の向
上に関するニーズが高まっています。こうした国の役
割が求められる一方で、国家公務員は連年にわたり職
員が削減され続け、行政サービスを実施する体制はど
こもギリギリの状況となっています。 

 こうしたなかで、政府は2014年に「総人件費方
針」と「機構・定員管理方針」を閣議決定し、2015
年から５年間で約10％の定員を削減する「定員合理
化計画」をすすめています。くわえて、2020年度以
降も、国家公務員を削減しようとしています。 
 国が果たすべき行政サービスや責任を切り捨て、国
民のみなさまの権利保障に悪影響を及ぼす「大改悪」
と言えます。 
 私たちは、いま以上の合理化計画は、将来にわたっ
て行政サービスの低下を招き、国民の生命や財産を脅
かすなど社会全体に深刻な影響を及ぼすと考え、合理
化計画の中止・撤回を求めています。 
 国民のみなさまのニーズに応え、憲法で保障する国
民の権利を活かすためには、国の出先機関の体制拡充
こそが必要です。住民自治の拡充となる地方分権には
賛成ですが、国の行政責任を放棄し、憲法に保障され
た国民の権利を奪う、道州制などの「行政改革」には
反対です。 
 私たちは、安全・安心な地域づくりを担う国土交通
行政の拡充を求めています。 

広島市安佐南区八木、緑井地区の被災状況 【国土地理院ＨＰより】 
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 国土交通省の出先機関は、国民のみなさまが全国どこでも安心して暮らせるよう全国各地に配置されています。 

 近年、大規模な災害が多発するとともに、バス事故や自動車データの不正など、皆さんの生活に直接関わる問題

が発生していますが、国土交通省の職員は、地方組織を中心に減らされ続けています。 

 みなさまの安全・安心を守るため、国土交通省の機構拡充・職員の増員が必要となっています。 



 航空局および地方航空局では、航空管制や空港施
設の維持管理、法律に基づいた許認可など、国内・
国際線を問わず、「空」の安全運航を支えていま
す。近年、規制緩和によりＬＣＣ（格安航空会社）
の大幅参入によるパイロット不足や、航空機のトラ
ブルなどが増加しています。「空」の安全・安心を
高めるため、国による高質な航空行政の確立が不可
欠であり、そのための体制拡充が必要です。 

 各地方整備局および各事務所や国土地理院では、
広域的ネットワークの幹線国道や大規模な河川、港
湾、空港、地理情報など社会基盤の整備や維持管理
等を行っています。 
 また、大規模災害対応や老朽化対策など国民の安
全・安心を守り、地域の利便性、地域経済、日常生
活を支えています。各機関は、専門性を保有し、全
国的な見地にもとづき、地方自治体と連携しながら
国の果たすべき役割を行っていますが、実施する体
制はまったく不十分な状況で体制拡充が必要です。 
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 気象庁および各地方気象台では、気象情報に関す
るすべての行政を行っています。近年、自然現象に
よる災害が各地で多発し、国民生活に大きな影響を
与えています。 
 国民の生命・財産を自然の脅威から守るために
も、住民への情報発信基地として国の機関である気
象庁・地方気象台が責任を持つことが必要です。地
域の「気象防災センター」として、地方気象台の機
能や体制を強化していくことが重要です。 

 研究機関の独立行政法人は、交通や建設分野の専
門技術をもった最先端の研究機関です。地震や津波
に関する研究など国民のいのちを守る先進的な研究
をはじめ、交通の安全性向上や環境保全など国民生
活に大きく関係するいろいろな専門的な研究を行っ
ています。 
 独立行政法人は、本来、国が責任をもって実施す
べき機関ですが「独法改革」の合理化によりまとも
な研究さえ実施できない危険な状況になっていま
す。 
 

 運輸局および運輸支局、海事事務所、自動車検査
法人等では、陸上や海上の「交通運輸」に関する事
業者の許認可や指導監督などのソフト面と、自動車
や船舶、鉄道の検査などのハード面の広範な交通運
輸行政を行っています。 
 近年、行き過ぎた規制緩和により、バス事故やＪ
Ｒ等のトラブルが多発しています。こうした事故を
減らし、国民の安全・安心を確保するため、必要な
規制強化や交通運輸行政の拡充などと併せて、各機
関の体制拡充こそが求められています。 

 教育機関の独立行政法人は、世界各国の海上を移
動する船舶の運航能力を備えた「船員」の教育や、
世界中を飛び回る航空機の「パイロット」の教育な
ど、名実共に国民の安全・安心を守り、日本経済を
支える重要な人材育成を行っています。 
 しかしながら、この間「構造改革」路線により、
一律的に「運営費交付金」が削減され、必要な予算
さえ十分に確保できないため、まともな人材育成が
実施できない危険性が高まっています。 


